岩手県地域優良賃貸住宅供給計画認定整備基準
　　　　第１章　　総則
第１　適用の範囲
　　岩手県における地域優良賃貸住宅（以下「地優賃」という。）の建設は、地域優良賃貸住宅整備基準（平成19年３月28日付け国住備第164号。以下「国整備基準」という。）に定めるもののほか、岩手県地域優良賃貸住宅供給促進事業制度要綱第６条第１項第１号の規定に基づくこの基準に定めるところによらなければならない。

　　　　第２章　　団地の基準

第２　位置の選定

　　地優賃の敷地の選定にあたっては、次の各号に定めるところによらなければならない。

　　一　１つの供給計画に定める建築計画は、原則として１つの敷地のものとする。

　　　　ただし、既成市街地において、敷地間の距離が500ｍ以内程度であり、一体の管理をするうえで支障のない範囲にある場合はこの限りでない。

　　二　原則として、工業地域、工業専用地域を除く地域であること。
　　三　幼稚園、小学校、中学校等の公的施設及び交通機関、保育園、日用品店舗、診療所等の利便施設が、入居者の日常生活の利用上支障なく利用できる位置であること。

　　四　災害のおそれが多い土地でないこと。
　　五　騒音、振動、空気汚染その他の公害が著しくなく、かつ、良好な居住環境が著しく阻害されない位置であること。

第３　雨水等の処理
　　敷地には、雨水及び汚水を有効に排出するために必要な設備を設けなければならない。

　２　汚水の処理は、公共下水道が完備されていない場合には、原則として合併処理施設を設置しなければならない。

第４　団地内通路

　　主要な団地内の道路（以下「団地内通路」という。）は、地優賃の形式、配置及び周辺の状況に応じて、日常生活の利便、通行の安全保安、災害の防止、環境の保全等に支障が生じないような規模及び構造で合理的に配置しなければならない。

　２　敷地は、岩手県建築基準法施行条例（平成12年条例第37号）に基づく道路に接しなければならない。

　３　団地内通路は、原則として舗装しなければならない。

　４　通行上及び保安上必要な場合においては、団地内通路の適当な位置に照明設備を設けなければならない。

第５　緑地の確保

　　敷地内は、敷地面積の３％以上を植栽、花壇等とし、景観上有効な緑地として確保しなければならない。

　　　　第３章　　住棟の配置

第６　住宅の戸数

　　地優賃を建設する場合の１団地の住宅の戸数は、原則として５戸以上でなければならない。ただし、建設によらない場合はこの限りでない。
第７　日照
　　地優賃の主たる居住室の開口部が冬至日において日照を受ける時間は、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域（都市計画法（昭和43年法律第100号）第８条第１項第１号に規定する地域をいう。）内に建設される場合概ね４時間以上、その他の地域においては概ね２時間以上でなければならない。
第８　駐車場

　　駐車場は、原則として住宅戸数相当分を確保しなければならない。ただし、商業地域内においては、住宅戸数の70％の台数を確保すれば足りるものとする。

　２　駐車場の位置、構造等は、騒音、排気ガス、眩光等により団地の居住環境を著しく阻害することなく、かつ、居住者の安全が確保されるものでなければならない。

　３　原則として、駐車場は舗装しなければならない。

　４　建築物内に設ける駐車施設は、次の各号に適合するものでなければならない。

　　一　前面道路に通ずる通路は、車両専用のものであること。
　　二　建築物の駐車施設以外の部分とは、遮音上有効な壁、床で区画すること。

第９　その他の付帯施設

　　団地内には、原則として、戸あたり１台以上の自転車を収容できる自転車置場を設置しなければならない。

　２　団地内には、必要に応じて、物置、ゴミ置場を設置しなければならない。

　３　前二項の付帯施設の設置にあたっては、入居者の衛生、利便等及び良好な居住環境の確保に支障が生じないよう考慮しなければならない。

　４　住棟その他の建築物に付帯する通路には、老人、身体障がい者等の通行の安全に配慮し、必要に応じて、階段に手すり、傾斜路を設けなければならない。
　　　　第４章　　住宅の基準

第10　構造及び戸建形式

　　住宅の構造は、耐火構造又は準耐火構造の共同建て又は長屋建てとしなければならない。
第11　住戸の規模及び間取り

　　地優賃の住宅１戸当たりの床面積は25㎡以上としなければならない。ただし、居間、食堂、台所その他の住宅の部分について、共同して利用するために十分な面積を有する場合にあっては、18㎡以上とすることができる。
２　各戸には、台所、水洗便所、収納設備、洗面設備、浴室及び玄関を設けなければならない。
　３　原則として、各住戸専用のバルコニー等を設けなければならない。
第12　各部

　　一　共用廊下　廊下の幅は有効1.2ｍ以上としなければならない。

　　二　階段　共用階段及び踊り場の有効幅は1.2ｍ以上、けあげの寸法は20cm以下、踏面の寸法は24cm以上としなければならない。ただし、屋上又は直上階のみに通ずる共用階段及び踊り場の有効幅は85cm以上とすることができ、住戸内階段及び踊り場の有効幅は75cm以上、けあげの寸法は22cm以下、踏面の寸法は18cm以上とすることができる。
　　三　玄関　玄関又は住棟の出入口には、必要に応じて、防雪又は防風のための施設を設けなければならない。
　　四　天井　居室の天井の高さは、2.3ｍ以上としなければならない。

　　五　床　住戸の床は、原則として段差のない構造のものとしなければならない。

　　六　便所　便器は腰掛け式としなければならない。便所には、暖房器具を備えるために必要なコンセントを設けなければならない。

　　七　手すり　玄関、便所、浴室、共用廊下には、手すりを設けなければならない。

　　八　収納設備　押入れ、物置その他の収納のための空間は、原則としてその容積の合計が居室及び台所の容積の合計の９％以上となるように設けなければならない。

第13　付帯施設等
　　地上階数が５以上の共同住宅には、エレベーターを設置しなければならない。

　２　屋根、天井、壁、床及び建具等の仕様は、住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準（平成18年経済産業省・国土交通省告示第３号）又は住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する設計、施工及び維持保全の指針（平成18年国土交通省告示第378号）の基準に適合するものとして、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく住宅性能評価書等の交付を受けなければならない。

第14　防火区画
　　一の建築物内の事務所、店舗その他これらに類するものの用途に供する部分とは、開口部のない耐火構造若しくは建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第115条の２の２第１項第１号に掲げる技術的基準に適合する準耐火構造の床又は壁で区画するとともに、原則としてダストシュート、配管等は専用のものとしなければならない。
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